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株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン
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規定に基づき、当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.ea-

j.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。



連結株主資本等変動計算書

(平成28年３月１日から
平成29年２月28日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 294,329 409,169 1,041,870 △406 1,744,962

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 36,228 36,228 72,457

剰 余 金 の 配 当 △81,875 △81,875

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 451,620 451,620

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 36,228 36,228 369,744 - 442,201

当 期 末 残 高 330,557 445,397 1,411,615 △406 2,187,163

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 15,164 1,760,126

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 72,457

剰 余 金 の 配 当 △81,875

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 451,620

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △1,683 △1,683

当 期 変 動 額 合 計 △1,683 440,518

当 期 末 残 高 13,481 2,200,644

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　２社

・連結子会社の名称　　　株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン信託

株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン横浜

株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン横浜については、当連結会計年度

において発行済株式100％を取得し子会社化したことにより、連結の範囲に含め

ております。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン信託の決算日は３

月31日、株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン横浜の決算日は９月30日であり

ます。連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行

った計算書類を基礎としております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

　時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

なお、投資事業組合への出資金は、投資事業組合

財産の持分相当額を投資その他の資産の「投資有

価証券」として計上しております。投資事業組合

への出資金額を「投資有価証券」に計上し、投資

事業組合が獲得した純損益の持分相当額を「営業

外損益」に計上するとともに同額を「投資有価証

券」に加減しております。

ロ．たな卸資産

仕掛品　　　　　　　　　　 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし建物（建物附属設備を除く）並びに平成28

年４月１日以降に取得した建物附属設備について

は、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　10年～15年

工具、器具及び備品　５年～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当連結会計年度末までに発生し

ていると認められる額を計上しております。

④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．のれんの償却方法及び償却期間

のれんは企業結合ごとに20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法によ

り規則的に償却しております。

ロ．繰延資産の処理方法

株式交付費    支出時に全額費用処理しております。

ハ．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業

結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　

平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施

される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを

企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更しております。

加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更

を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基

準第44－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞ

れ15,800千円減少しております。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平

成28年４月１日以後に取得した建物附属設備に係る減価償却方法を定率法から定額法に

変更しております。

　なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。
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３．表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表関係）

　前連結会計年度まで、「固定資産」の「有形固定資産」に含めて表示しておりました

「建物」、「リース資産」及び「減価償却累計額」は、金額的重要性が増したため、当

連結会計年度より独立掲記しております。なお、前連結会計年度の「建物」は10,647千

円、「リース資産」は17,356千円、「減価償却累計額」は△29,602千円であります。

　また、前連結会計年度まで、「固定負債」に含めて表示しておりました「リース債務」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。なお、前

連結会計年度の「リース債務」は6,120千円であります。

（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度まで、「営業外収益」に区分掲記しておりました「受取手数料」は、

金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外収益」の「その他」に

含めて表示しております。なお、前連結会計年度の「受取手数料」は394千円でありま

す。

　また、「営業外費用」に区分掲記しておりました「株式交付費」は、金額的重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外費用」の「その他」に含めて表示して

おります。前連結会計年度における「株式交付費」は660千円であります。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 4,094,000株 4,209,000株 -株 8,303,000株

(注)１ 平成28年12月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

(注)２ 普通株式の株式数の増加4,209,000株は株式分割による増加4,122,000株及び新株予

約権の行使による増加87,000株であります。

(2) 自己株式の種類及び数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 205株 205株 -株 410株

(注)１ 平成28年12月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

(注)２ 自己株式の株式数の増加は株式分割によるものであります。
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(3) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額

(千円)
１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 )

基 準 日
効 力
発 生 日

平成28年５月26日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 81,875 20.00
平成28年
２月29日

平成28年
５月27日

(注) 平成28年12月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記の

１株当たり配当額は当該株式分割前の実際の金額を記載しております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの

平成29年５月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事

項を次のとおり提案しております。

決 議 予 定 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日
効 力
発 生 日

平成29年５月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 124,538 利益剰余金 15.00
平成29年
２月28日

平成29年
５月26日

（4) 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数（権利行

使期間の初日が到来していないものを除く）

新株予約権の
内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

平成24年第6回
普通株式 13,000 － 4,000 9,000

新株予約権

平成27年第7回
普通株式 － 892,000 99,000 793,000

新株予約権

合　計 13,000 892,000 103,000 802,000

(注) 平成28年12月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

新株予約権の目的となる株式の数は当該株式分割を反映した数字で記載しております。
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しており、デリバティ

ブ取引は行わない方針であります。

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

しては、社内規程に沿ってリスクを低減しており、回収懸念先については、個別に進

捗を把握し対応を行っております。

　営業債務である買掛金は１年以内の支払期日となっております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは含まれておりません（（注）２参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 2,086,531 2,086,531 －

（2）売掛金 284,664 284,664 －

資産計 2,371,195 2,371,195 －

（1）買掛金 76,159 76,159 －

（2）未払法人税等 182,575 182,575 －

負債計 258,734 258,734 －
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（注）１ 金融商品の時価の算定方法

資産

（1）現金及び預金、（2）売掛金

　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

負債

（1）買掛金、（2）未払法人税等

　これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

（注）２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券 37,221

差入保証金 120,059

　投資有価証券は投資事業組合への出資金であり、市場価格がなく、時価を把握す

ることが困難と認められるため、時価評価は行っておりません。

　差入保証金については、償還予定が合理的に見積れず、時価を把握することが困

難と認められることから、時価評価は行っておりません。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産 263円43銭

(2) １株当たり当期純利益 54円93銭

(注) 平成28年12月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産及び

１株当たり当期純利益を算定しております。

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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８．企業結合等に関する注記

取得による企業結合

（1）企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称    伊藤厚事務所株式会社

事業の内容          不動産調査・測量業務請負

② 企業結合を行った主な理由

　不動産調査・測量業務の追加により、不動産事業者や金融機関に対する当社サー

ビスのより一層の利用拡大が見込まれるためであります。また、専門家ユニットの

全国展開を視野に入れた、各専門家（司法書士・土地家屋調査士・測量士・不動産

鑑定士等）との新しい連携のあり方を検討するなど業容拡大に役立てることを企図

しております。

③ 企業結合日

平成28年７月１日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称

株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン横浜

⑥ 取得した議決権比率

100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として伊藤厚事務所株式会社の発行済株式の全部を取得したた

めであります。

（2）連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

平成28年７月１日から平成29年２月28日まで

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得対価 現金 100,000千円

取得原価 100,000

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用・手数料等 15,800千円
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（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

60,506千円

② 発生原因

被取得企業の取得原価が企業結合時の被取得企業の時価純資産額を上回ったため、

その差額をのれんとして認識しております。

③ 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 107,583 千円

固定資産 52,433

資産合計 160,017

流動負債 33,408

固定負債 87,115

負債合計 120,524
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株主資本等変動計算書

(平成28年３月１日から
平成29年２月28日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計投資損失

準 備 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 294,329 309,329 99,840 409,169 - 1,076,901 1,076,901

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 36,228 36,228 36,228

剰 余 金 の 配 当 △81,875 △81,875

投資損失準備金の
積 立

4,147 △4,147 －

当 期 純 利 益 517,121 517,121

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 36,228 36,228 － 36,228 4,147 431,098 435,245

当 期 末 残 高 330,557 345,557 99,840 445,397 4,147 1,507,999 1,512,147

株　　主　　資　　本
新株予約権

純　資　産
合　　　計

自 己 株 式
株主資本
合　　計

当 期 首 残 高 △406 1,779,992 15,164 1,795,156

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 72,457 72,457

剰 余 金 の 配 当 △81,875 △81,875

投資損失準備金の
積 立

－ －

当 期 純 利 益 517,121 517,121

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

△1,683 △1,683

当 期 変 動 額 合 計 － 507,702 △1,683 506,019

当 期 末 残 高 △406 2,287,695 13,481 2,301,176

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

　・子会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法

　・その他有価証券

　　　時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

なお、投資事業組合への出資金は、投資事業組合

財産の持分相当額を投資その他の資産の「投資有

価証券」として計上しております。投資事業組合

への出資金額を「投資有価証券」に計上し、投資

事業組合が獲得した純損益の持分相当額を「営業

外損益」に計上するとともに同額を「投資有価証

券」に加減しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし建物（建物附属設備を除く）並びに平成28

年４月１日以降に取得した建物附属設備について

は、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　10年～15年

工具、器具及び備品　５年～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法
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(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費　　　　　　　　　　支出時に全額費用処理しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当事業年度末までに発生してい

ると認められる額を計上しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業

結合会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、

取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。また、

当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に

変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離

等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　これによる計算書類に与える影響はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更

しております。

　なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。
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３．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書関係）

　前事業年度まで、「営業外収益」に区分掲記しておりました「受取手数料」は、金額

的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外収益」の「その他」に含めて表

示しております。なお、前事業年度の「受取手数料」は600千円であります。

４．貸借対照表に関する注記

関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

　短期金銭債権 5,115千円

　長期金銭債権 18,277千円

　短期金銭債務 15千円

　長期金銭債務 9,000千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

　営業取引による取引高

　　売上高 60千円

　　仕入高 2,732千円

　営業取引以外の取引高 8,488千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 自己株式の種類及び数に関する事項

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 205株 205株 -株 410株

(注)１ 平成28年12月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

(注)２ 自己株式の株式数の増加は株式分割によるものであります。
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７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 12,806千円

賞与引当金 8,052千円

減損損失 6,099千円

減価償却超過額 3,234千円

資産除去債務 8,648千円

貸倒引当金 1,445千円

その他 3,607千円

繰延税金資産合計 43,895千円

繰延税金負債

投資損失準備金 △1,830千円

資産除去債務に対応する除去費用 △8,212千円

繰延税金負債合計 △10,043千円

繰延税金資産の純額 33,851千円

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の次の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産　　　　　　　　　　25,569千円

固定資産－繰延税金資産　　　　　　　　　　 8,282千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要

な項目別の内訳

法定実効税率 33.1％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

住民税均等割 0.1％

所得拡大促進税制税額控除 △2.4％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.1％
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８．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社

株式会社エスク

ロー・エージェ

ント・ジャパン

信託

所有

直接100％

信託サービス

の利用

システム提供

事務所転貸

役員の兼任

信託サービス
の利用料支払

2,782 未払金 15

システム提供
料の受取

60 売掛金 64

事務所転貸 8,092 長期預り敷金 9,000

子会社

株式会社エスク

ロー・エージェ

ント・ジャパン

横浜

所有

直接100％

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付 84,990
一年以内
貸付金

5,051

貸付金の回収 61,661 長期貸付金 18,277

利息の受取 346

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注)１ 価格その他の取引条件の決定方針については、通常の取引と同様の方法により決

定しております。

　(注)２ 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

なお、担保は受け入れておりません。

　(注)３ 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めてお

ります。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産 275円54銭

(2) １株当たり当期純利益 62円89銭

(注) 平成28年12月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産及び１株

当たり当期純利益を算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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